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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は「南海トラフ地震の災害医療対応シミュレーション・システムを構築
して、広範囲にわたる被災地域の医療支援の現実最適解を得るために必要な因子を導く」ことである。そこで、
最初に負傷者数の多い主要8府県における未治療死数を算出した。現状では大阪府を除く7県で未治療死者数は重
症者数の6割以上となった。次に、防災・減災対策を現状よりさらに進めた場合、全ての府県で未治療死者数が
減少していることが判明した。重症者ベッド占有率が0.5を超えると未治療死数が増加することが明らかとな
り、未治療死を抑える施策を考える際に有効な指標と考えられた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to "construct a simulation system for disaster 
medical response in the Nankai Trough earthquake and derive the factors necessary to obtain the 
optimal solution for medical support in a wide range of affected areas." We first calculated the 
number of untreated deaths in the eight major prefectures with the largest number of injured people.
 Currently, the number of untreated deaths is more than 60% of the number of severely injured people
 in seven prefectures except Osaka. Next, we estimated the impact of further advances in disaster 
prevention and mitigation measures on untreated deaths, and found that the number of untreated 
deaths has decreased in all prefectures. It has become clear that the number of untreated deaths 
increases when the bed occupancy rate for critically ill patients exceeds 0.5, and this is 
considered to be an effective indicator when considering measures to prevent untreated deaths.

研究分野：災害医学

キーワード： 離散事象シミュレーション　待ち行列モデル　大規模地震　津波　未治療死　防災・減災　保健医療活
動チーム　広域医療搬送

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
南海トラフ地震の人的被害想定には、死者数と傷病者数の予測値が示されているだけであり、発災後の早期医療
的対応を俯瞰した試算がないのが現状である。今回の試算では発災後来院する重症傷病者に対して、有効な医療
活動を行えていない試算結果となり、未治療死数を減ずるための対策が必要な状況にある。防災・減災対策を進
めると、対策前と比較して未治療死が多くの医療圏で3割以下に減少することが明らかとなった。一方、全ての
医療人が災害医療を第2のサブスペシャリティとするレベルでの災害医療の底上げを行わないと南海トラフ地震
の人的被害を有効に軽減するための医療資源の確保は行えないのではないかと考えられた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
南海トラフ地震では死者 32 万人、傷病者 62 万人と想定され甚大な被害が予測されている。政
府の地震調査委員会は 2022 年 1 月、南海トラフで今後 40 年以内にマグニチュード 8～9 級の
地震が発生する確率を 90％程度に引き上げた。 
我々はこれまで災害医療シミュレーション・システムを構築して首都直下地震に応用し、発災後、
災害による直接死を免れたものの発災後に適切な医療を受けることができないことによる死亡、
すなわち未治療死について検討を行ってきた。首都直下地震では未治療死が相当数発生する可
能性が高く、未治療死を減らすためには、防災・減災努力を行う、あるいは、災害医療対応を手
厚くすることが有効であることを明らかにしてきた。 
 
２．研究の目的 
今回、甚大な被害が予測されている南海トラフ地震に着目し、災害医療シミュレーション・シス
テムを用いて、各地域で試算した未治療死数を改善する施策を検討することを目的とした。 
「未治療死」とは、“自然災害等の発生後、災害による直接死を免れたもののその後、適切な医
療を受けることができないことによって起きる主に急性期の死亡”と定義した。 
 
３．研究の方法 
（１）災害医療シミュレーション・システム 
離散事象シミュレーションである待ち行列モデルを応用して開発した災害医療シミュレー
ション・システムを用いた。医療資源の設定は以下とした。すなわち、被災医療機関の初期
スタッフ数は 100病床あたり 15スタッフ、3交代とした。被災地の初期救急車台数は 1拠
点病院あたり 3台とし、病院間距離は道程の距離とし、移動速度は 20㎞/hrとした。参集
する保健医療活動チームは 25％が救急車を所有するチームとし、3 日間で各府県の拠点病
院・Staging Care Unit（広域医療搬送拠点；以下、SCU）に投入されるものとした。救急
車を所有するチームは病院支援に優先的に投入されるように設定した。SCU の傷病者定員
は 20人、回転翼機数は 3機と設定した。1区間で 4名の傷病者を搬送し、往復に 3時間か
かるものとした。 
（２）対象地域 
内閣府が公表した最新の各都府県の被害想定をベースに、傷病者数の発生が多い上位 8府県、す
なわち静岡県、愛知県、三重県、大阪府、和歌山県、徳島県、愛媛県、高知県を対象とした。内
閣府公表資料には重症者数が記載されていないため、傷病者数の 2 割を重症者数として算出し
た。この 8府県は全壊家屋件数の上位 8府県と同一である。 
（3）想定 
内閣府が公表している南海トラフ地震の被害想定を用いた。本想定から各府県で傷病者数の最
も多い想定パターンから傷病者分布を策定し、傷病者が負傷した地点に最も近い医療機関に来
院するという仮定のもとに傷病者の転帰を生存（入院・広域医療搬送）と死亡（＝未治療死）と
して算出した。 
（４）傷病者のフロー 
医療機関に到着した傷病者に対して最初にトリアージを実施する。傷病者が災害拠点病院もし
くは二次救急医療機関等の医療機関に到着した時点をイベント発生としてシミュレーションを
行う。当該病院で処置を行い、拠点病院での入院ができない傷病者に対して広域医療搬送が行わ
れる。フローは各府県のマニュアルに沿ったものとした。 
（５）傷病者の状態変化 
傷病者が来院した時点を起点として、スタッフが割り当てられない限り、時間経過とともに、黄
タッグから赤タッグ、赤タッグから黒タッグと状態が悪化するものとする。 
（6）検討内容 
①各府県の 2次医療圏単位での未治療死数を算定し、比較検討した。 
②防災・減災対策をそこに施した場合の未治療死に与える影響を試算、分析した。 
その際、愛知県、高知県は、防災・減災対策が実施された場合の想定重症者数を当該自治体で公
表しているため、この数値を使用した。愛知県の防災・減災対策は、１）住宅耐震化率 100%達
成、２）家具等の転倒・落下防止対策実施率 100%達成、３）全員が発災後すぐに避難開始、４）
既存の津波避難ビルの有効活用であり、高知県の防災・減災対策は１）津波早期避難率 100％達
成、２）住宅耐震化率 100％達成、３）津波避難空間 100％整備である。残りの 6府県について
は耐震化の進捗状況が防災・減災対策に与える影響が大きいため、耐震化率が近似している府県
間で試算を行った。すなわち、当該府県の耐震化率を参考に、愛知県と耐震化率がほぼ同程度
（80%前後）の静岡県、大阪府、三重県は、愛知県のデータから算出された防災・減災対策後の
重症者数の減少率を当てはめることで、防災・減災対策後の重症者数とし、未治療死に与える影
響を試算した。一方、高知県と耐震化率がほぼ同程度（70%前後）の和歌山県、徳島県、愛媛県
は、高知県のデータから算出された防災・減災対策後の重症者数の減少率を当てはめることで、



防災・減災対策後の重症者数とし、未治療死に与える影響を試算した。 
４．研究成果 
（1）8府県の防災・減災対策前後の重症者数／未治療死数 
対策前では大阪府を除く 7 県で未治療死数は重症者数の 6 割以上となった。重症者数における
未治療死数の割合を未治療死率とすると、高知県（85.0%）、三重県（81.5%）では未治療死率は
8割以上となり、続いて和歌山県（79.5%）、静岡県（78.7%）、徳島県（75.4%）、愛媛県（66.7%）、
愛知県（64.1%）の順となった。一方、対策前の未治療死数に対する対策後の未治療死数の減少
の割合を未治療死減少率とすると、防災・減災対策後に愛知県の未治療死減少率は 69.7%であり、
愛知県の防災・減災対策で試算を行った静岡県が 80.7%、三重県 70.9％、大阪府 85.7%であった。
また、高知県の未治療死減少率は 91.1%であり、高知県の防災・減災対策で試算を行った愛媛県
が 92.3％、和歌山県 99.2%、徳島県 99.3%と未治療死数は減少した。 
（2）2次医療圏ごとの重症者数に対する未治療死数 
概ね重症者数に比例して未治療死数も増加することが明らかとなった。ただし、2次医療圏の総
病床数によって傾向が異なることが判明した。すなわち、総病床数が 5,000 床以上の 2次医療圏
では、重症者数がおよそ 4,000 人以下の医療圏において未治療死数はほぼゼロに抑えられてい
る一方で、総病床数が 3,000 床以上 5,000 床未満の 2 次医療圏では、重症者数が 2,000 人を超
えると未治療死を抑え込むことができず、総病床数 3,000 床未満の 2次医療圏では、重症者数が
500 を超えると未治療死数が増加し始めることが明らかとなった。 
（3）2 次医療圏ごとの 1 病床あたりの重症者数（以下、重症者ベッド占有率とする）と重症者
に対する未治療死数の割合（以下、未治療死率とする） 
重症者ベッド占有率が 0.5 を超えてくると、未治療死率が急激に増加することがわかる。重症者
ベッド占有率が 0.5 以下では、ほぼ未治療死率は 5%未満であるが、重症者ベッド占有率が 0.5
付近から未治療死率が急増し、重症者ベッド占有率 1.0 で未治療死率が 70%、1.5 で 80%に達す
ることが示された。 
（4）成果の考察 
国の南海トラフ地震の人的被害想定には、死者数と傷病者数の予測値が示されているだけであ
り、発災後の早期医療的対応を俯瞰した具体的な試算がないのが現状である。大阪府を除く 7県
で南海トラフ地震の未治療死数は重症者数の 6割以上と試算された。一方、大阪府は重症者数に
対して病床数が多いため、未治療死数は少ない結果となった。これまでの医療活動訓練では、院
内対策本部の立ち上げ、Disaster Medical Assistance Team（災害派遣医療チーム、以下 DMAT）
等保健医療活動チームの受け入れ手順の確認、傷病者来院時の院内動線の確認、病院間・SCU 搬
送等を行っているが、来院する傷病者数を想定して、その傷病者数に対していつまでにどのよう
に対応するかについては殆ど検討されてこなかった。今回の試算では発災後来院する重症傷病
者に対して、有効な医療活動を行えていない試算結果となり、未治療死数を減ずるための対策が
必要な状況にあることが明らかとなった。 
未治療死対策を講じる上で参考となる指標が重症者ベッド占有率である。重症者ベッド占有率
が 0.5 を超えると未治療死数が増加することが明らかとなり、未治療死を抑える施策を考える
際に有効な指標と考えられた。重症者ベッド占有率を 0.5 以下とするには“分子”部分の重症者
数を減らすか、“分母”部分の病床数を増加させる対策を講じる必要がある。“分子”の重症者を
減らすには、防災・減災対策を強化して重症者の発生を抑える、あるいは発生した重症者を早期
に広域搬送することで被災地内の重症者数を減らすことになるが、今回は、防災・減災対策を施
した場合の未治療死に与える影響を検討した。 
防災・減災対策を進めると、対策前と比較して未治療死が多くの医療圏で 3割以下に減少するこ
とが明らかとなった。愛知県、と愛知県の対策を代用した静岡県・三重県・大阪府の 4府県と、
高知県、と高知県の対策を代用した和歌山県・徳島県・愛媛県の 4県の 2グループ間の未治療死
減少率に差があったのは現在の耐震率に差があるためで、愛知県グループの耐震率が 8 割程度
であるのに対して高知県グループの耐震率は 7 割程度であった。高知県グループで未治療死減
少率がより大きいことは、防災・減災対策を施した際の改善の余地が大きいことを示している。 
重症者を減らす方法として、早期の広域医療搬送も考慮される。広域医療搬送に関して、今回は
固定した条件で検討を行ったが、未治療死を減ずるためにどの程度効果が期待できるのか今後、
詳細に検討を行う必要がある。 
一方、重症者ベッド占有率を下げるための方策として病床数の確保がある。地域医療構想では急
性期病床からの転換や減数が検討されているが、災害時には機能する病床を確保し、さらに病床
を増やすことが求められ、そのためにはスタッフや医療資源が必要である。防災・減災対策前で
未治療死率が 85%に達する高知県の予測重症者数は 22,190 人であり、重症者ベッド占有率を 0.5
とするために必要な病床数は 44,380 床になる。現行との差は 34,837 床であり、この追加病床に
必要な医師数は医療法の一般病床の人員配置標準を参考にすると 16（床）：1（人）であり、約
2177 人と算出され、現実的に厳しい状況である。防災・減災対策によって重症者の発生を防ぐ
ことが重要であるとともに、全ての医療人が災害医療を第 2 のサブスペシャリティとするレベ
ルでの災害医療の底上げを行わないと南海トラフ地震の人的被害を有効に軽減するための医療
資源の確保は行えないのではないかと考えられた。 
 
 



（5）研究の限界は以下のとおりである。 
①今回の試算は各府県の最大傷病者数を想定したものであり、実際に発災した時の状況によっ
て前提条件が変わるため結果も変化する可能性がある 
②府県単位でシミュレーションを行っているため、広範囲にわたる被災地域全体でオペレーシ
ョンを行った際に生ずる相互作用によって、結果が変化することが予想される。 
③発災時間帯、曜日、季節、天候などの状況は反映されていない。 
④道路の閉塞状況や病院周囲の被災状況は反映されていない。現実はより厳しい状況であると
想定される。 
⑤病院の建物被害・ライフライン（水、電気など）の使用制限は今回、反映されていない。現実
はより厳しい状況であると想定される。 
⑥クリニックや救護所等の活動は今回のシミュレーションには入れていないため、医療対応の
負荷が変動する可能性がある。 
（6）成果まとめ 
今回、我々は災害医療シミュレーション・システムを用いて南海トラフ地震における未治療死数
が、被災が想定される主要 8府県でどの程度発生するのか、そして、防災・減災対策を施した場
合に未治療死数がどの程度減少するのかについて検討を行い、以下の結論を得た。 
①防災・減災対策前のままでは重症者数に対する未治療死数、すなわち、未治療死率が 8割以上
に上る県があり、早急な耐震化率の向上が必要である。 
②未治療死率（未治療死数／重症者数×100％）が 5%を超えないためには 2次医療圏で重症者ベ
ッド占有率（1床あたりの重症者数）が 0.5 を超えないことが、重要である。 
③愛知県や高知県が目標とする防災・減災対策が施された場合には、未治療死率がほぼ 3割以下
まで減少することが確認された。 
④全ての医療人が災害医療を第 2 のサブスペシャリティとするレベルで災害医療の底上げを行
わないと南海トラフ地震で未治療死を減らすための医療資源の確保は行えないと試算された。 
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